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社会的リスクの責任論 
－福島原発事故に関わる法政策を事例として－ 
 
竹内 宏規 
 
【修士論文概要書】 
 
1．背景 
福島原発事故は、事業者が地震や津波、過酷事故などの想定を関連学会の議論の低い
部分に合わせて設定し、それを超える事故原因を「想定外」とすることにより、少なくと
も道義的な責任の回避を図ろうとしたものとして、多くの非難を浴びることとなった。 
しかし、問題は事業者や国の規制機関がどのように主観的に想定していたかではなく、
客観的に予見可能性があったと見なされ得るのかどうかという点にある。予見可能であっ
たと判断されればその過失責任は問われなければならない。ところが、原子力を巡る現行
の法規上では、事業者の過失や国の監督責任を問われないだけではなく、それぞれの責任
範囲さえ曖昧で不明確であるのが現状である。 
本稿では、これら科学技術の進展に伴い再帰的に社会にもたらされ得る巨大な「社会
的リスク」について、リスクと責任の関係性および専門知により特定化される非知の概念
の検討を通じてその責任範囲を考察する。次に、その考察に基づき社会的リスクの具現例
である原発の過酷事故について、その責任を巡る法規範とりわけ原子力損害賠償法の構造
および内容の検討を行うとともに、原子力規制のためのあらたな法政策を提案する。 
 
２．研究目的 
本研究は、原発の過酷事故を典型とする、空間的にも時間的にも限定のない不確実性
を伴う社会的リスクに対して、専門知の視野から「特定化される非知」と「特定化されな
い非知」とに区別を持ち込もうとするものである。そして、それぞれの責任範囲をあきら
かにする作業を通じて、原発の過酷事故にかかわる事業者と国の法的責任を考察し、それ
に基づく原発の過酷事故に関わるあらたな法的枠組みの提案を行うことを目的としている。 
 
３．研究方法 
研究方法として、社会的リスクに関わるあらたな社会システムを志向することを前提
に、従来の法解釈および法政策という法学的アプローチをあえて後段に置く。そして前段
には、科学技術の進展に伴う新しいリスクの態様を捉えるベック（1986）の「リスク社
会論」、リスクの「決定者/被影響者」の区別を通じリスクの責任の所在を念頭においた
ルーマン（1990）の「リスク論」、科学的不確実性下における責任と境界領域を明らか
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にしようとする藤垣（2003）らの「科学技術社会論」、これらの社会学的研究成果を置
くものである。すなわち、社会学的論拠とそのパースペクティブに基づき、社会的リスク
の典型事例としての原発過酷事故を取り上げ、その責任にかかわる法規範の構造と内容に
検討を加えようとするものである。 
 
4．リスク社会論 
リスク社会論を提唱したベックは、『危険社会』の中で、人間が科学技術の高度化に
伴い作り出す巨大かつ高度なリスクに自らがさらされる現象を再帰現象＝「ブーメラン効
果」と呼び、科学技術の高度化には巨大なリスクが付随し、巨大なリスクは国を越えグロ
ーバル化するとともに世代を超えて生物に深刻な影響をもたらし得ると指摘する。それを
可能性としてだけではなく、原発過酷事故の出来を通じ、社会の成員それぞれが何らかの
形で体験しつつあるのが、現在の日本社会の状況であるといえる。 
 
5. 科学技術社会論 
「科学技術と社会」の関係を、科学技術史や社会学のみならず哲学・倫理学を含む学
際研究としてあきらかにしようとするのが科学技術社会論である。藤垣（2002）は、
「科学技術は社会のため、市民のため、公共のためにあるのであるから、科学技術を公共
的なものにするためには、どのような統治が必要なのか」、「科学者にも予測がつかない
課題を公共的に解決しなくてはならないときには科学的合理性は使えなくなる。それに代
わり『社会的合理性』というものを公共の合意として作っていかなければならない。」と
する。リスク社会論の流れをも汲みつつ、観察者としてではなく公共の合意を作り出す役
割を意識した枠組み作りを模索するものである。 
 
6．社会的リスクとその責任範囲 
通常個人に帰責されるリスクの責任範囲は、専門知の範囲内でのみ問われるべきもの
であり、いまだ解明もしくは証明されない事柄については、その責任を問うことは出来ず、
また問われるべきものでもない。それに対して社会的リスクは、不確実性を含む、空間と
時間を超える環境リスクとして社会全般に多大な影響を与えるものであるため、専門知の
範囲にとどまらず「専門知により特定化される非知」の範囲までその責任範囲を拡げて捉
える必要がある。それはまた同時に、社会的リスクの責任範囲は、科学的合理性にのみ基
づくべきものではなく、科学的合理性と社会的合理性の重なる境界領域すなわち「特定化
される非知」まで含む範囲であると説明することが出来る。 
 
７．「想定外」 
福島原発事故に関わる「想定外」と称されるものの中身は、科学の実証主義や確率的
安全評価をいわば逆手に取る形で、自らに対する厳しい指摘や論考を「不確実な情報」と
して退け、自らの意見を最も反映し易い専門家の意見に基づき自社想定を低く設定してい
たものといえる。それはすなわち、科学的不確実性のゆえに第三者機関を含む社会的合理
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性を配慮すべき「特定化される非知」の範囲であるにも関わらず、監督官庁を巻き込む形
で自らが意識的に歪めた「科学的合理性」のみによりすべての決定を行なってきたことを
意味している。いまはそのことを非難するよりそれが許される社会システムであったこと
こそ問題にする必要がある。それらのパースペクティブから原子力を巡る法制度を考える。 
 
８．原子力を巡る法制度 
 原子力を巡る法規を概観すると、原子力損害賠償法の目的項には「被害者保護」と
「原子力事業の健全な発達に資する」との文言が併記され、原子力基本法と原子炉等規制
法の目的項には「国民の生命、健康、財産と環境の保全」と「わが国の安全保障に資す
る」との文言が併記されている。原子力という巨大リスクを前提とした事業から国民の生
命を守るのは国の最優先義務であり、たとえば償いを意味する「賠償法」に他の恣意を持
ち込むこと自体に問題が存在する。原子力を巡る各法規の立法時に遡りつつ問題点を探る。 
 
９．原子力損害賠償法 
 原子力損害賠償法は、被害者が唯一頼りにしなければならない法律であるはずながら、
この法規の第一の特徴として、国は被害者自身を支援するのではなく事業者を側面支援す
る、そのための法律であることを挙げておかねばならない。すなわち事業者にどこまでも
責任を負い被せ、国はあくまで後ろに回って経済支援のみを担当するという、原子力事業
開始時の政府のご都合主義を色濃く反映したものということができる。この法規の立法当
時の答申案として提起された法案とその後実際に成立した内容の比較検討を通じ、また原
発事故後の論考をも含めて、原子力損害賠償のあり方と損害賠償法の再構築を考える。 
 
10. 原子力損害賠償法と原子力規制法のあらたな提案 
 原発の過酷事故から被害者を守り事故の防止を確実にするには、民法上の賠償規定のみ
ならず関連するすべての法規の見直しが必要になる。まずはそのために、民法の特別法で
ある原子力損害賠償法をあくまで被害者保護に向けた法規に作り替えること、そして刑法
の特別法となる「原子力規制法」（仮称）をあらたに規定し、民法と刑法の両面から被害
者保護と過酷事故の予防に向けた法的枠組みを構築することを提案する。 
 
11． 考察とまとめ 
①  社会的リスクの出来としての原子力損害は、「想定外」すなわち非知の事象であっ
ても専門知により特定化される非知までは、事業者の責任範囲として捉え直す必要が
ある。 
②  科学技術の高度化に社会的リスクが付随するとする論理は、社会的リスクの責任を
考えるとき法的原理としての危険責任論に到達する。すなわち原子力事業は事業その
ものに危険を内包しているがゆえに、事業者にも国にも常に「危険責任」が付随する。 
③  原子力損害賠償法は、あくまで被害者保護を目的とし、事業者のみならず国の「危
険責任」を明記するあらたな枠組みをもって再構築しなければならない。あらたな原
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子力損害賠償法による制度的枠組み提案の骨子は次の６項目に集約される。 
・被害者保護を唯一の法目的とする。 
・事業者と国それぞれが重大な危険を内包する事業に付随する危険責任を負う。 
・事業者の賠償措置額を有限の 1兆円に引き上げ、その内部化を義務付ける。 
・賠償措置額を超える場合および社会的動乱による場合は、国が被害者を補償する。 
・民間保険の 1,200 億円とは別に 8,800 億円の強制事業者間共済を設定する。 
・賠償措置額を超える免責範囲にあっても事業者に重大な過失あれば求償対象とする。 
④  原子力規制委員会・規制庁は設けられたが、「原子力規制法」は制定されていない。
事業者と国の責任を明確化し、過失の法人処罰まで踏み込む規制をしなければ次なる
過酷事故は防げない。刑法の特別法としての原子力規制法の提案骨子は以下の通り。 
・原発過酷事故に際し、事業者に注意義務違反の過失ある時は個人及び法人も処罰の
対象となる。重大な危険情報の隠蔽を伴えば重過失として処罰されることがある。 
・国は、強制力をもった規制・監督権限を有するがゆえに、監督義務違反もしくは不
作為による規制権限不行使の過失ある時は、損害賠償の義務を負う。  
⑤ 「不確実性下の責任」について、それが法律の立法論的論議であっても、司法の場や
法学的議論においてのみならず、参加者の多様性を確保された公共の場における議論
が今後必要になると思われる。多様で多重な社会的合理性により、問題の客観化を図
り、また問題の政治化を排すことが可能になるからである。 
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